様式　


市有財産売買契約書
売渡人　新潟市（以下「甲」という。）と買受人　　　　　　（以下「乙」という。）とは、次の条項により市有財産の売買契約（以下「本契約」という。）を締結する。 
（総則）
第１条　甲、乙両者は、信義に伴い誠実に本契約を履行しなければならない。
（売買物件） 
第２条  売買物件（以下「売買物件」という。）は、次のとおりとする。
	所在・地番
	区分
	登記面積
（平方メートル）
	摘要

	中央区西船見町字浜浦5932番561
	建物
	503.49㎡
	一階　200.40㎡
二階　270.84㎡
地下一階 32.25㎡

	中央区西船見町字浜浦5932番561
	土地
	974.08㎡ 
	


（売買代金） 
第３条　売買代金は、金            円とする。 
（契約保証金） 
第４条　乙は、本契約締結の際、契約保証金として前条の売買代金の１００分の１０以上の金額を甲の発行する納付書により納付しなければならない。
２　前項の契約保証金の一部として、納付済の応募保証金を充当するものとする。
３　前条の売買代金（契約保証金を除いた金額）の支払いがあったときは、第１項の契約保証金は、売買代金に充当するものとする。
４　第１項の契約保証金及び第２項の応募保証金には、利息を付さない。
５　第１項の契約保証金（充当された応募保証金を含む。）は、乙の責めに帰すべき理由により、本契約を解除されたときは、甲に帰属するものとする。
（代金の支払い） 
第５条  乙は、第３条の売買代金から前条１項による契約保証金の額を控除した額について、甲の発行する納入通知書により、本契約締結日から３０日以内（期限が土・日曜日、祝休日の場合はその前の平日まで）に納付しなければならない。 
（所有権の移転） 
第６条  売買物件の所有権は、乙が前条の規定に基づき売買代金を納付した時に甲から乙へ移転する。 
（売買物件の引渡し） 
第７条  甲は、前条の規定により売買物件の所有権が乙に移転したときに、売買物件を現状有姿で引渡したものとし、引渡しの確認として別途土地引渡確認書を締結するものとする。
（登記嘱託の請求等） 
第８条  乙は、第６条の規定により売買物件の所有権が移転したのち、甲に対し所有権の移転登記を請求するものとし、甲は、その請求により所有権の移転登記を嘱託するものとする。
２　前項の所有権移転登記に要する登録免許税その他の費用は、乙の負担とする。
（かし担保）
第９条　乙は、本契約締結日以後、売買物件に数量の不足又は隠れたかしのあることを発見しても、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又は本契約の解除をすることができないものとする。
（土壌汚染）
第１０条　甲及び乙は、甲が売却物件に対して土壌汚染調査をしていないことを確認する。
２　前条の規定にかかわらず、売買物件の引渡後、乙が土壌汚染対策を行う必要が生じたときは、売却物件の引渡日から３年を経過するまでの間に限り、次の各号のすべてに該当する場合のみ対策費用を甲が負担するものとする。
一　土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）又はその他の関係法令（条例を含む。以下「環境法令等」という。）に基づくものであり、かつ、平成２７年５月７日時点の環境法令に定められた基準に適合させる措置の要する費用であること。
二　平成２７年５月７日時点の土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）第４０条又はその他関係法令（条例に含む。）に定められた方法であること。
三　対策工事の実施前に、乙が土壌汚染の発見を甲に通知し、対策範囲及び方法等について甲乙協議の上、甲が確認したもの。
四　乙が実際に対策を行ったもの。
３　前項に規定する対策費用は、甲が別途算定する額を上限とする。
４　甲が算定に必要な資料の提出を求めたときは、乙はこれに協力するものとする。
５　甲の負担すべき対策費用を決定したときは、甲乙間に費用負担契約を締結し、工事の完了確認、費用の支払い方法等に係る事項について定めるものとする。
６　甲の負担すべき対策費用以外の土壌汚染対策に要する費用及び土壌汚染調査に要する費用は、すべて乙が負担するものとする。
７　土壌汚染対策に起因して乙の建築物の建設に要する費用が増加する等により乙に何らかの損害が発生した場合、甲はその損害について賠償する責めを負わないものとし、乙はこれを承諾するものとする。
（土壌汚染の免責）
第１１条　甲は、前条の規定にかかわらず、乙に対し、売却物件において検出されたものが砒素である場合は、法的責任の性質いかんを問わず、一切責任を負わないものとし、当該砒素に関する調査、対策等に要する一切の費用を負担しないものとする。
（建築物等の整備）
第１２条　乙は、本契約締結の日から起算して３年以内に、平成２７年５月７日付で開始された旧會津八一記念館　建物・土地売却に係る募集（以下「募集」という。）において乙が提案した計画に基づく売買物件の利用及び建築物の供用を開始しなければならない。
２　乙は、建築物等の整備に当たっては、建築計画等の近隣住民への周知、説明対応等を誠意をもって行い、紛争が生じた場合は、乙の責任と負担において対応し解決するものとする。
３　建築物等の整備にかかる費用は乙が負担するものとする。
（用途の制限事項等）
第１３条　乙は、売買物件を、募集において乙が提案した計画の用途に供さなければならない。
２　乙は、あらかじめ甲の承諾を得ないで前項の乙が提案した計画を変更してはならない。
３　乙は、売買物件の引き渡し日から１０年間（以下「指定期間」という。）は、次の各号に違反してはならない。
一　売却物件の引渡日から少なくとも１０年間は建物の外観を大きく損なうことなしに、提案内容に沿った利活用を継続すること。
二　売却物件の引渡日から少なくとも１０年間は転売しないこと。
三　売却物件の利活用にあたっては、必ず耐震補強を実施し、耐震基準を満たすこと。
四　売却物件の引渡日から少なくとも１０年間は市民が利用可能なスペースの設置をすること。
（権利の設定等の禁止）
第１４条　乙は、指定期間満了の日まで、甲の承認を得ないで、売買物件に地上権、質権、使用貸借による権利又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定（以下「権利の設定」という。）をし、若しくは売買物件について売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転（以下「所有権の移転」という。）をしてはならない。ただし、提案計画の変更を意図しない権利の設定や所有権の移転を除く。
２　第三者に対する権利の設定あるいは所有権の移転については、甲の承認の要否にかかわらず、乙は、指定期間満了の日まで、当該第三者に対し、第１２条、前条及び次条に定める義務を書面によって継承させなければならない。
（実地調査等）
第１５条　甲は、指定期間満了の日まで、第１２条から前条までに規定する内容に関し、必要があると認めるときは乙に対し履行の状況を確認するために質問し、立入検査を行い、帳簿、書類その他の物件を調査し、または参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。
２　乙は、甲から前項の規定に基づく請求があったときは、正当な理由なく拒み、妨げ若しくは忌避し、又は遅延してはならない。
（違約金）
第１６条　乙は、第１２条第１項、第１３条、及び第１４条に規定する義務に違反したときは、売買代金の１００分の３０に相当する金額を違約金として甲に支払わなければならない。
２　乙は、第１２条２項に規定する義務に違反して近隣住民への対応又は紛争への対応をしないとき、正当な理由なく第１５条第２項に規定する義務に違反して実地調査を拒み、妨げ若しくは忌避し、若しくは遅延したとき、売買代金の１００分の１０に相当する金額を違約金として甲に支払わなければならない。
３　前２項の違約金は、第２０条に規定する損害賠償額の予定またはその一部と解釈しない。
（契約の解除） 
第１７条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、催告を要せず直ちに本契約を解除することができる。
一　募集に係る応募資格を偽る等の不正な行為によって最優秀提案者となったことが判明したとき。
二　本契約に規定する義務を履行しないとき。
２　甲は、前項の規定により、本契約を解除した場合、乙に対し一切の損害賠償の責めを負わない。
（返還金等） 
第１８条　甲は、前条の規定により解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を乙に返還する。ただし、当該返還金には利息は付さない。 
２  甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。 
３  甲は、解除権を行使したときは、乙が支払った違約金及び売買物件に支出した必要費、有益費その他一切の費用は返還しない。 
（乙の原状回復義務） 
第１９条　乙は、甲が第１７条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することとする。 
２  乙は、前項ただし書の場合において、売買物件が滅失又はき損しているときは、その損害賠償として、契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。 
３  乙は、第１項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに、当該物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。 
（損害賠償） 
第２０条 　乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を、損害賠償として支払わなければならない。 
（危険負担）
第２１条　乙は、売買物件がその引渡し前に甲乙双方の責めに帰すべき事由によらないで滅失または毀損した場合は、それによって生じた損害を負担するものとする。
（契約の費用） 
第２２条  本契約の締結及び履行に関して必要な費用は、乙の負担とする。 
（管轄裁判所） 
第２３条  本契約に関する訴えについては、新潟地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。 
（協議） 
第２４条　本契約に関し、疑義が生じたとき、又は本契約に定めのない事項が生じたときは、甲、乙協議の上決定する。
 本契約を証するため本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自その１通を保有する。 
    平成   年   月   日 
甲  　　　　 新潟市
   　　　　　新潟市長　篠田　昭
乙  　　　　 契約者住所・氏名
■共同応募の場合は、それに応じて次のように変更します。
●／●　■社


■個人応募の場合は、それに応じて次のように変更します。
収入


印紙





【第６条２項として次を追加する】


２　売買物件に係る乙の持分割合は、別表に記載するとおりとする。





【第４条第１項として次のとおり改める】


第４条　乙のうち平成２７年５月７日付で開始された旧會津八一記念館　建物・土地売却の募集において共同応募の代表者となった者は、乙を代表して（以下「代表者」という。）、本契約締結の際、契約保証金として前条の売買代金の１００分の１０以上の金額を甲の発行する納付書により納付しなければならない。





【第５条を次のとおり改める】


第５条　代表者は、第３条の売買代金から前条１項による契約保証金の額を控除した額について、甲の発行する納入通知書により、本契約締結日から３０日以内（期限が土・日曜日、祝休日の場合はその前の平日まで）に納付しなければならない。





【第１条第２項として次を追加する】


２　乙は、甲に対し、互いに連帯して本契約に基づくすべての債務を負うものとする。





【末尾に別表を追加する】


別表　


所在・地番�
区分�
持分割合�
�
中央区西船見町字浜浦5932番561�
建物�
持分●／●　　〇〇社


持分●／●　　△△社�
�
中央区西船見町字浜浦5932番561�
土地�
持分●／●　　〇〇社


持分●／●　　△△社�
�









【第２１条１項を次のとおり改める】


第２１条　甲は、前条の規定により解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を代表者に返還する。ただし、当該返還金には利息は付さない。





【第９条ただし書きとして次を追加する】


ただし、乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に規定する消費者である場合は、第７条に規定する引渡しの日から２年間は、この限りでない。









